
２　改定等に当たっての考え方

１　改定等の趣旨

　使用料・手数料は、基本的に、サービスと受益が明確に対応するような事務事業に

関し、住民間の負担の公平を図る観点から、コストを負担していただくものです。

　このため、以下の考え方により、使用料・手数料の料額の改定及び新設を行います。

３　対象条例等の数及び影響額（一般会計）

・　原則として２年以上改定を行っていないものを調査し、改定の対象とします。

・　料額は、原価を基本としつつ、国や他団体、類似施設の料額などを勘案しながら

　設定します。

・　現行料額と原価との間に著しい乖離が見られる料額については、原則、倍率 1.5

　倍を限度として改定を行います。

初年度 平年度

料  額  の  改  定 ７ ４．９ ４．９

料  額  の  新  設 ０ ― ―

合 計 ７ ４．９ ４．９

区 分 対象条例等の数
影響額(億円)

使用料・手数料の改定等

初年度 平年度

料  額  の  改  定 ７ ４．９ ４．９

料  額  の  新  設 ０ ― ―

合 計 ７ ４．９ ４．９

区 分 対象条例等の数
影響額(億円)

こうした施策を力強く展開し、都政のクオリティ・オブ・サービスを飛躍的に高めてい

くためにも、「シン・トセイ」の理念を職員一人ひとりが共有するとともに、各局が緊密に

連携して知恵を絞り、デジタル技術の活用や、グローバルな視点、外部の専門的な視点な

ども活用し、課題の根源まで踏み込んだ構造改革の取組を更に加速化させ、徹底的に進め

ることが重要である。 

 

特に、契約手続の前倒しや年度単位に縛られない予算執行などにより、事業展開のスピ

ードアップを図り、政策の効果を素早く都民に届けるとともに、「伝える広報」から「伝わ

る広報」へと都の発信の在り方を見直すなど、都民目線に立ったサービスデザインを徹底

しなければならない。 

 

さらには、時代の変化のスピードがますます速まる中において、これまで取り組んでき

た政策の課題や成果、事業の妥当性や有効性を改めて検証し、今後注力すべき新たな課題

等も踏まえ、必要な見直し・再構築を行うなど、施策の新陳代謝を一層高めていくことが

とりわけ重要である。 

 

このため、予算編成過程において、一体的に実施している政策評価・事業評価の取組に

ついて、事業の迅速化やデジタル化の加速といった視点を強化するとともに、事業ユニッ

トの目標達成に対する分析を一層深化させるなど、より成果重視の視点から、実効性・効

率性の高い施策構築に向けた取組を推進していく。同時に、将来にわたり財政面での持続

可能性を確保する観点から、各局における見積りの段階においても、見直すべき事業を確

実に見直し、無駄を無くすための取組を継続していく。 

 

その上で、都債や基金といったこれまでに培ってきた財政の対応力を、将来負担を見据

えながら適切に活用し、山積する都政の諸課題の解決に取り組んでいく。 

 

令和５年度予算は、明るい「未来の東京」の実現に向け、将来にわたって「成長」と「成

熟」が両立した光り輝く都市へと確実に進化し続ける予算として、 

 

１ 持続可能な未来へと歩みを進めるため、都民にとって重要な諸課題の解決にスピード 

感を持って取り組む。長期的な視点に立ち、従来の発想を打ち破る大胆な施策を積極的 

に展開する。 

 

２ 「東京大改革」を爆速で進める。一層活発で機動的な組織へと進化させる。無駄を無 

くす取組を徹底する。活力ある都政で強靱な財政基盤を堅持する。 

 

を基本として、下記により編成することとする。 

 

記 

 

１ 持続可能な未来へと歩みを進めるため、都政の諸課題の解決にスピード感を持って取 

り組むとともに、長期的な視点に立ち、従来の発想を打ち破る大胆な施策を積極的に展 
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２　改定等に当たっての考え方

１　改定等の趣旨

　使用料・手数料は、基本的に、サービスと受益が明確に対応するような事務事業に

関し、住民間の負担の公平を図る観点から、コストを負担していただくものです。

　このため、以下の考え方により、使用料・手数料の料額の改定及び新設を行います。

３　対象条例等の数及び影響額（一般会計）

・　原則として２年以上改定を行っていないものを調査し、改定の対象とします。

・　料額は、原価を基本としつつ、国や他団体、類似施設の料額などを勘案しながら

　設定します。

・　現行料額と原価との間に著しい乖離が見られる料額については、原則、倍率 1.5

　倍を限度として改定を行います。

初年度 平年度

料  額  の  改  定 ７ ４．９ ４．９

料  額  の  新  設 ０ ― ―

合 計 ７ ４．９ ４．９

区 分 対象条例等の数
影響額(億円)

使用料・手数料の改定等

初年度 平年度

料  額  の  改  定 ７ ４．９ ４．９

料  額  の  新  設 ０ ― ―

合 計 ７ ４．９ ４．９

区 分 対象条例等の数
影響額(億円)

   料額を改定するもの

  　○ 都道の占用料

　 第一種電柱（１本・年額）

　 　市 1,620円 →　　 1,670円

　 看板（表示面積１㎡・年額）

　 　特別区（一級地） 57,000円 →　  60,000円

　　　＊特別区（一級地）：千代田、中央、港、新宿、文京、台東、渋谷及び豊島の８区

  　○ 河川敷地の占用料

　 第一種　船等の係留・桟橋（１㎡・年額）

　 　一級地 16,487円 →　  15,572円

　 　二級地 4,711円 →　   5,001円

　　　＊一級地：千代田、中央、港、新宿及び渋谷の５区

　　　＊二級地：文京、台東、品川、目黒及び豊島の５区

  　○ 霊園施設の使用料

　 青山霊園　一般埋蔵施設（１㎡） 2,970,000円 → 3,200,000円

　 多磨霊園　樹林型合葬埋蔵施設（２号基・遺骨１体）

81,000円 →    95,000円

　４　主な改定項目
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